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１． はじめに 

 平成 22 年 10 月 18日午後から降り始めた雨は 20日午後 11 時までに奄美市住用で 825mm，名瀬

で 678mm に達し，奄美市，龍郷町，大和村など奄美大島の各地に大きな爪痕を残した．気象庁の

調べによると 2008年 8 月 31日までに限ってみても，最大 1時間降水量の歴代全国ランキング 20

のうち 7観測値は 2000 年代，5観測値は 1990年代に見いだすことができる．かつて驚きをもっ

て耳にした1時間降水量100mm超という報道も恐ろしいことに耳馴れてきた感さえある．しかし，

それによって発生する人的，社会的被害は依然として極めて深刻である．我々は未だにその被害

を克服するに至っていないが，過去の災害から学んだ情報を残すことは未来に向けての責務とも

考える．著者に課せられた‘農業被害’調査から考えたことを記すことでその一端でも担えれば

と念じている． 

 

２．平成 22 年奄美豪雨による農業被害の概要 

表 1に，奄美大島の農業概要を示した．収穫面積からみるとさとうきびで最も大きく，果樹と

野菜がそれに次ぐが，農業産出額は果樹で最も大きく奄美大島全体の 1/3 強を占める．これに野

菜からの産出額を加えると全体の 6割を超す．収穫面積では半数近くを占めるさとうきび生産か

らの産出額は約 1/4に過ぎず，しかもその約 82%は奄美市笠利町からのものであった（平成 17年

度）．奄美市名瀬と住用，瀬戸内町における第 1の基幹作物は果樹類であって，龍郷町，宇検村，

および大和村においても果樹栽培は重要な産業となっている（農業産出額第 2位）（鹿児島県調べ）． 

 

 

表 1 奄美大島の農業概要（平成 17 年，鹿児島県調べ） 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

* ラウンドの関係上，計と一致しない場合がある（市町村報告）． 
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表 2  平成 22 年奄美豪雨による作物別被害等（出典，「鹿児島県現地対策合同本部」報告資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業被害がこの奄美大島の最重要農産物である果樹類に集中したのはある意味で当然のことであった

のかもしれない（表 2参照，平年値に対する被害面積率と被害率でそれぞれ約25%と 20%）．この状況は，

水害による農業被害といえば水稲被害に集中しがちな県本土とは対照的である（角ら 1994, 角ら 1995，

角ら 2002, 角 2007）． 

 

３．農業気象災害の中での水害の特性 

気象災害は急性的災害と慢性的災害とに区別される（真木 1991）．急激な気象変化によって限

界値以上，または以下になった場合に短時間に発生する気象災害が急性的農業被害である．状況

として激しい被害をもたらす場合が多く，単に限界値を一時的に上まわるか下まわるかで決定的

な気象災害となる場合がある（真木 1991）．雪害，凍霜害，強風害などがこれであり，水害もこ

れに含まれる．一方，慢性的気象災害とは限界値（多くは比較的幅がある）以上または以下の気

象条件が常時，継続的，または間欠的に加わって発生する気象災害を指す．したがって，限界値

を小幅に数回上まわるか，下まわるかの気象では被害とならないが，回数多く積算することによ

って発生する（真木 1991）．遅延型冷害や干害がこれにあたる． 

著者は，農業被害対策を考えるにあたって，上記の ‘急性的⇔慢性的’の視点に‘生命尊重’

というごく当然の視点を加えておきたい．基幹食糧をコメに依存する我が国において最も深刻な

農業気象被害の一つとなっている冷害を例に考えてみよう（図 1）．冷害は，わが国の歴史上しば 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 冷害の社会的影響様式（概念図）． 
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図 2 水害の社会的影響様式（概念図）． 

 

しば深刻な大飢饉と社会的混乱をもたらした大災害であり，夏季の低温によって引き起こされる．

低温によって，㎡当たりの籾数が減少することに加えて登熟期間が秋冷期にずり込み，登熟歩合

が低下することによって生ずる遅延型冷害と低温感受性の大きい穂ばらみ期および出穂開花期～

登熟初期の低温に遭遇することで不稔が多発する障害型冷害とに大別される．出穂後 40 日間の平

均気温が 17～16℃以下になると実用上収穫皆無となり，また何れの品種においても危険期の気温

が 17.5℃を下回ると障害が発生するとされる（岩切 1991）が，いずれにしても生命に直接深刻

な危険を及ぼすほどの‘低温’ではない．被害が深刻化し食糧が不足することで人命が蝕まれ，

社会的混乱さらにそれに付随して生ずる生産基盤の崩壊が人的被害を一層助長する．そこでは被

害を軽減させるために採られるあらゆる営農的・気象的対策が人的被害を減らすうえでの合理性

を備えている． 

 他方，風水害の場合においては，その影響が道路，交通，上下水道，通信など広範囲に及ぶ．

農業面からの被害発生形態をみると，①農作物の侵・冠水，埋没ならびに土砂崩壊に伴う傾斜地

などの農作物の被害，②倒木および埋没による樹園地や農地の荒廃，③農業用施設や機械の崩壊

などあげられるが被害対象が農作物だけに限定されず，直接に人命や各種施設の破壊にまで及ぶ

場合がある（早川 1991）（図 2参照）．2010 年奄美豪雨に際しても幾多の場所でみられた惨状で 

 

     
 

写真 1 果樹園の埋没被害（左，大和村;右，龍郷町）     

                         （著者撮影，2010/12/19～20） 
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写真 2 カボチャの浸冠水被害（奄美市住用） 

             （奄美市農林振興課撮影，2010/10/24）                       

                                                                                                                     

                                                                                       

   
 

写真 2 水害発生後 2 か月後のタンカンの樹勢（左，龍郷町;右，奄美市住用） 

                         （著者撮影，2010/12/19～20） 

 

 

ある（写真 1）．水害への恒久的対策として実施されてきた河川改修，洪水調節のためのダム設置，

遊水池の整備，土石流対策等の効果もあって水害による死者・不明者数や耕地被害は大幅に減少

してきた（早川 1991）とはいえ，豪雨は確率的には何時，何処でも発生し得る気象現象であって

完全に防止することは不可能である．このような場合においては，危険地域には立ち入らない，

危険を感じたら速やかに避難する，というのが対策の基本であって，農業被害対策はあくまで 2

次的対策として位置づけられるべきであろう． 浸・冠水害の発生時における応急的対策，例えば

①できるだけ速やかな排水，②泥土付着時の速やかな洗浄などは被害軽減に効果的である（早川 

1991）．写真 2は冠水害を被ったカボチャの生育状況を示している．著者が行った模擬実験によれ

ば，カボチャに対する 6時間の冠水処理でも有意な影響は検出されなかった．泥土の付着の有無，

また写真からは浸水状態が長時間継続したことが被害を助長したと推測されるが，状況的に，①

や②の対策を施すことは難しかったと考えられる．写真 3は被災後 2か月を経たタンカンの生育

状況であるが樹勢の低下は蔽い難い．果樹類は永年生作物であって被害は次年度以降にまで及ぶ

ので（冨永 1994），被災後の適格な判断と事後対策がとくに重要となる． 

 

４．水害対策の新たな構築に向けて‐果樹類の気象的収量予測モデル作成の提案‐ 

水害対策の１つとして‘水害保険制度’などのソフトな対策も今後積極的に考慮にいれる必要
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があろう（早川 1991）．農作物共済や果樹共済はその一端を担い得ると考えるが，現行の果樹共

済では，農家ごとの樹園地条件，肥培管理，過去の隔年結果などを勘案して定められる‘基準収

穫量’に‘単価’と‘農家の選択割合’とを乗じて算出した共済金額に，損害割合に応じて定め

られた‘支払割合’を乗じた金額が共済金として支払われることになっている．しかし，‘基準収

穫量’は経験的な代表値に過ぎないだけでなく，気象経過は毎年異なるので静的な概念に過ぎな

い‘基準収穫量’というものは本来存在しえない．この意味で，作物被害率は生育全期間の気象

経過を考慮したポテンシャルな収量を基準として評価されるべきと考える．作物被害率の推定精

度を高めることは，上記のような①被害補償額を査定する際に重要となるばかりでない．水害は

様々な発育ステージの下で，また種々の生育状況下で発生しうるので，被害発現の状況も必然的

に多様となる．気象的な可能収量の予測モデルが作成されれば，あらゆる状況で得られた諸結果

を等しく解析に供することができるので，②減収推定尺度の改良，③被害発生機構の解明に役立

つばかりでなく，④事後対策法の構築と選択に際しても大きく寄与できる．実際，水稲ではこの

ような収量予測モデルがすでに作成されまた種々に活用されている（Horie 1987，宮川 1994, 角

ら 2002, 角 2007）が，カンキツ類に関しては緒についたばかりといってよい（矢野・河野 2009）． 

水稲における生育・収量予測モデル（SIMRIW）を示すと図 3 のようになる．水稲において発育

は出芽，幼穂分化，出穂，成熟と進展するが，カンキツ類の場合，永年生作物であることまたそ

の生育進展の複雑さから類推して，それぞれ春枝，夏枝，秋枝の伸長開始期および停止期，花芽

分化期，開花期，さらに 1 次および 2 次落果期等を設定して解析する必要があろう．いずれにし

てもこれらの発育段階は主に日長と気温に反応して進行する（中川・堀江 1995）．他方で作物は

光合成によって量的な生長すなわち重量増加を生ずるが，これは作物群落によって吸収された日

射量と密接に関連して進行する．ここで吸収日射量は日々の日射量と群落による日射吸収率との

積によって決まり，また日射吸収率は葉面積指数（LAI）と関連して決まる．このような関係は，

水稲だけにとどまらず，カンショにおいても確認されている（角ら 未発表）．LAIとミカン収量

との間に正の相関関係が見いだされること，またその量的関係において早生ミカンは極早生ミカ

ンより同一 LAI 下での収量が高いこと（矢野・河野 2009）は，ミカンにおいても吸収日射量と収

量とが密接に関連していることを示唆している．ただ，傾斜地に造成された果樹園も多く，その 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 3 水稲生育・収量予測モデル（SIMRIW）の基本骨格（Horie 1987 より作成） 
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図 4 カンキツ類の気象的可能収量予測モデル作成に関して予想される技術的課題 

 

場合，傾斜方位と傾斜角度がとくに冬期における斜面日射量に大きく影響する．しかし，これら

の影響は局地気象の成立に関する研究の進展とメッシュ気候値の情報化によって（黒瀬 1991）軽

減することは可能である．一方，LAI は発育段階を表す発育指数と温度の関数として与える．こ

のようにして，日々の日長，気温，日射量を入力することによって，全乾物重の変化は日々動的

に予測される．全乾物重に収穫指数（全乾物重のうちの利用部分例えば水稲の場合の‘米’の割

合）を乗ずれば収量の動的変化の予測も可能となる．水稲の場合，収穫指数は主に発育指数と気

温に反応して変化するが，カンキツ類ではそれらに加えて収量ポテンシャルを規定する 1 次落果

とそれに引き続いて起こる 2 次落果に影響する同時期の日射環境も重要な要素となりうると予想

される（冨永ら 1989，角ら 1999）． 

 カンキツ類の気象的可能収量予測モデル作成にあたって予想される技術的問題点として，①樹

齢の影響，②小地形や肥培管理の違いなどから生ずる樹園地間，生産者間の違いが大きいこと，

③隔年結果の影響，④生理的落果，⑤永年生作物ゆえに生ずる後年への影響などがあげられる（図

4）．このうち，樹齢の影響は上記したように発育指数の概念を重層的に発展させることで，LAI

や収穫指数変化の予測精度を高めることはできよう．Horie (1987)は水稲を例として気候的可能

収量と統計収量との関係が日本とアメリカとでは異なることを見出し，これを生産技術力差の反

映であると解している．②に関わる問題は同様の考え方を敷衍することで軽減できるばかりでな

く，各樹園地の技術的課題を探索する端緒ともなしうる．著者は，桜島小ミカンの収量に対する

降灰の影響を調査する過程で比較的明確な隔年結果現象を見出した（角ら 1999）が，気象的可能

収量と実収量との関係を調査する中から，隔年結果に対する生理学的‘補正係数’を導きだすこ

とが望まれる．④は収量の年次間変動に関連する重要な要素であり（冨永 1989，角ら 1999），そ

れに関係する気象的，土壌栄養的，生物的要因は数多いと予想されるが，実験データの積み重ね

の中からその過程がより詳細に解明されていくことを望みたい．最後に⑤の課題，すなわち永年

生作物であるが故に生ずる課題である．①～④の諸課題が解決されれば，当該年度の被害状況を

より明確に評価できるだけでなく，次年度以降への影響をも定量的に把握できるようになる．当

該年度の被害量（＝気象的予測収量－実収量）は補償のための基礎データに，また次年度以降の

被害量と実収量とのギャップからはその間に採用された‘対策’の効果を吟味するうえでも役立

つ．その中から最も効果的な‘栽培的・営農的対策’が評価されていくことにも期待したい． 

 

５．まとめ 

 人命を直接に奪い去る危険を有し，かつ農業生産に決定的ともいえる被害を引き起こす水害に

対して我々がとり得る効果的な対策は，河川改修，ダム設置，土石流対策などの恒久的・事前的

対策以上のものは難しいかもしれないとの観点から，本稿では‘水害保険制度’などソフトな対

策の取り入れを提案した．その際，果樹類に関しても積極的に‘気象的可能収量予測モデル’の

構築を図っていくべきである．これによって予測された収量は，被害率推定のための共通の「物

差し」となりうる可能性を秘めている．これまで水害が農業に及ぼす影響は「点」として評価さ

れる場合が多く，「面」あるいは「立体」的に評価するための努力に欠けていた感が否めない．そ

の積み重ねの中でより汎用性のある効果的な防災対策が構築されていくことを願ってやまない．

そして，「作物の生育・収量に関する気象的シュミュレーションモデル」は果樹類への対策構築に

カンキツ類の気象的可能収量予測モデル作成に際しての技術的課題 

① 樹齢 ← 発育指数概念の発展 

② 生産技術と樹園地による収量較差 ← ‘技術係数’の導入 

③ 隔年結果 ← ‘補正係数’ 

④ 生理的落果 ← データの蓄積による予測精度の向上 

⑤ 永年生作物 
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対してもその有力な手段となりうる可能性を秘めていると考える． 
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